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㎡当たり修繕積立金 初の８０円台 

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
新
聞
社
が
実
施
す
る
、
半
年
に
一
度
の
「
管
理
費
等
初
期
設
定
調
査
」
の
結
果

で
す
。
二
〇
一
一
年
上
半
期
（
一
月
～
六
月
）
に
全
国
で
新
規
に
分
譲
さ
れ
た
民
間
マ
ン
シ
ョ
ン
の

中
を
対
象
に
調
査
し
た
も
の
で
す
。
不
動
産
経
済
研
究
所
に
よ
る
と
二
〇
一
一
年
一
月
～
六
月
ま
で

の
供
給
累
計
は
首
都
圏
が
一
万
八
千
百
九
十
八
戸
、
近
畿
圏
が
九
千
三
百
五
戸
。
首
都
圏
は
前
年
同

期
に
比
べ
千
九
百
七
十
三
戸
の
減
少
、
近
畿
圏
は
同
九
百
二
十
六
戸
の
減
少
で
し
た
。 

２ ０ １ １ 年 
上 半 期 

 

【新規供給マンションの平均モデル】 

７０㎡の住戸の購入を想定すると… 

分譲価格    4,186 万円 

管理費   12,110 円／月 

修繕積立金  5,600 円／月 

修繕基金  37 万 5,270 円 

平均戸数 102.9 戸 

管理員通勤 

81.7％ 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ 

使用料 

1,480 円／月 

ペット飼育可 

29.4％ 

駐車場 70.3 台 

充足率 68.3％ 

使用料 16,885 円 

 

駐輪場充足率   

首都圏 172.9％ 

近畿圏 189.3％ 

専用庭 30 ㎡ 

 771 円／月 

過
去
五
年
間
の
管
理

費
、
修
繕
積
立
金
の
推
移

を
折
れ
線
グ
ラ
フ
に
示
し

ま
し
た
（
左
図
）
積
立
金

は
過
去
五
年
間
で
最
高
値

を
更
新
し
て
お
り
、
一
㎡

当
た
り
の
修
繕
積
立
金
は

全
国
平
均
が
八
十
円
で
前

回
比
一
円
の
増
加
。
関
東

は
前
回
と
同
じ
八
十
九
円

で
し
た
。（
マ
ン
シ
ョ
ン
管

理
新
聞 

第8
4
7

号
よ
り
） 
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編集後記 

区分所有法は私的自治(規約自治)を原則としてとしており、具体的な管理運営は理事会、総会による多数決を建前

とした管理組合方式の管理が主流となっています。しかしながらこのシステムと管理組合の実態とがうまく機能

していない状況があり、多くの場合は管理組合業務を管理会社が委託契約の中で実施していますが、現実には管

理組合(理事会)が管理会社に頼り切り、任せきりとなってしまっています。現行管理組合方式の限界と言えます。 

この管理組合方式に代わる方式を法制度を含め国としても検討することが求められて来ています。（吉田） 

改
正
は
平
成
十
六
年
以
来

七
年
振
り
。
主
な
改
正
点
は

上
表
に
示
し
た
。 

改
正
案
公
表
か
ら
改
正
ま

で
七
カ
月
を
要
し
た
点
に
つ

い
て
政
策
室
は
「
パ
ブ
リ
ッ

ク
コ
メ
ン
ト
に
寄
せ
ら
れ
た

意
見
が
多
く
、
幅
広
い
観
点

で
の
指
摘
が
な
さ
れ
、
こ
れ

ま
で
の
議
論
の
方
向
性
や
法

的
整
合
性
等
を
再
検
討
す
る

必
要
が
出
て
き
た
」
と
説
明

す
る
。
管
理
規
約
の
見
直
し

検
討
会
の
委
員
か
ら
「
昨
年

八
月
か
ら
の
四
回
の
議
論
は

何
だ
っ
た
の
か
」
と
い
う
声

も
聞
か
れ
る
ほ
ど
小
幅
な
改

正
に
と
ど
ま
っ
た
。 

改
正
案
で
提
示
さ
れ
な
が

ら
変
更
が
見
送
ら
れ
た
条
文

等
の
一
部
に
つ
い
て
、
政
策

室
は
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

の
主
な
意
見
に
対
す
る
「
考

え
方
」
の
中
で
そ
れ
ぞ
れ
理

由
を
述
べ
て
い
る
が
、
役
員

の
資
格
要
件
の
緩
和
や
配
偶

者
等
の
職
務
代
理
、
理
事
会

の
権
限
強
化
等
に
つ
い
て

は
、
管
理
組
合
全
体
の
ガ
バ

ナ
ン
ス
（
統
治
機
構
）
全
体

の
検
討
を
改
め
て
行
っ
た
上

で
「
早
期
に
措
置
す
る
」
と

意
思
表
示
。
政
策
室
は
「
い

国交省「マンション標準管理規約」改正 

変更点、５カ所にとどまる 
役
員
の
居
住
要
件
撤
廃
も
「職
務
代
理
」は
見
送
り 

国
土
交
通
省
マ
ン
シ
ョ
ン
政
策
室
は
七
月
二
十
七
日
、
改
正
マ
ン
シ
ョ
ン
標
準
管
理
規
約
を
発

表
し
た
。
配
偶
者
や
一
親
等
以
内
の
親
族
に
役
員
の
職
務
代
理
を
認
め
る
な
ど
の
変
更
が
加
え
ら

れ
た
昨
年
末
の
改
正
と
比
べ
、
改
正
点
は
大
幅
に
縮
小
。
役
員
の
就
任
に
際
し
て
居
住
者
要
件
が

撤
廃
さ
れ
る
な
ど
、
条
文
の
変
更
は
五
ヶ
所
に
と
ど
ま
っ
た
。
政
策
室
は
秋
以
降
、
専
門
家
等
を

役
員
と
し
て
活
用
す
る
新
た
な
標
準
管
理
規
約
案
を
含
め
、
検
討
の
場
を
設
け
る
方
針
だ
。 

・ 代理人の範囲について定める
場合は区分所有者の立場から
利害関係が一致すると考えら
れる者に限定することが望ま
しい。欠格事由に「暴力団員等」
を例示。議決権行使書を使用し
た組合員本人による意思表示
を推奨。 
    （46 条関係コメント） 

・ 共用部分の軽微な変更、狭義の
管理行為のうち、特定の事項に
ついて、理事会決議事項として
規約に規定するなどの措置を
例示。 
    （54 条関係コメント） 

・ 預金口座の印鑑の保管・管理方
法について例示 
    （62 条関係コメント） 

・ 管理組合業務に「長期修繕計
画書の管理」を追加 
         （32 条） 

・ 役員の選任に際する「現住」
要件を撤廃 
         （35 条） 

・ 議決権行使に際する代理人の
範囲を制限した条文を削除 
         （46 条） 

・ 理事会議決事項を一部追加 
         （54 条） 

・ 収支予算承認前の支出に際す
る措置を規定 
         （58 条） 

・ 管理規約や長期修繕計画書等
の保管に際して「電磁的方法」
の利用に言及 
   （32 条関係コメント） 

主な改正点 

っ
た
ん
区
切
り
を
付
け
、
よ

り
根
本
的
な
議
論
の
場
に
移

行
す
る
。
検
討
の
作
業
が
終

わ
っ
た
わ
け
で
は
な
い
」
と

説
明
す
る
。 

国
交
省
が
「
ガ
バ
ナ
ン
ス

全
体
の
検
討
」
を
持
ち
出
し

た
背
景
に
は
、
改
正
案
発
表

か
ら
五
カ
月
後
の
今
年
五

月
、「
第
三
者
管
理
者
方
式
対

応
型
の
標
準
管
理
規
約
策

定
」
に
つ
い
て
検
討
を
行
う
、

と
し
た
政
府
の
閣
議
決
定
が

あ
る
。
政
策
室
は
「
第
三
者

管
理
と
は
結
局
、
役
員
の
資

格
要
件
を
区
分
所
有
者
の
居

住
要
件
に
と
ど
ま
ら
ず
、
区

分
所
有
者
要
件
を
含
め
た
視

野
で
議
論
す
る
必
要
が
あ

り
、
積
み
残
し
た
課
題
を
含

め
、
管
理
組
合
運
営
の
枠
組

み
、
統
治
の
在
り
方
の
観
点

か
ら
議
論
す
る
こ
と
に
な
っ

た
」
と
す
る
。 ◇ 

こ
の
た
め
、
主
要
な
テ
ー

マ
だ
っ
た
役
員
規
定
や
議
決

権
行
使
書
・
委
任
状
の
規
定

は
、
一
部
改
正
に
と
ど
ま
っ

た
。
役
員
の
資
格
要
件
は
「
現

に
居
住
」
の
要
件
は
撤
廃
さ

れ
た
が
、
区
分
所
有
権
を
持

た
な
い
配
偶
者
や
一
親
等
親

族
の
職
務
代
理
は
不
採
用
と

な
っ
た
。
規
約
コ
メ
ン
ト
で

は
実
態
に
応
じ
て
居
住
要
件

を
付
け
る
規
約
の
形
に
も
言

及
し
て
い
る
。 

議
決
権
を
代
理
人
が
行
使

す
る
場
合
の
代
理
人
要
件
は

撤
廃
さ
れ
た
。
コ
メ
ン
ト
で

代
理
人
の
欠
格
事
由
に
「
暴

力
団
員
等
」
を
挙
げ
て
い
る
。

（
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
新
聞 

第8
4
8

号
よ
り
） 


